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(57)【要約】
【課題】システムの安全性が改善されたモジュラー型高
温ガス炉用原子炉圧力容器及びそれを用いたモジュラー
型高温ガス炉を提供することを目的とする。
【解決手段】　原子炉圧力容器部と、前記原子炉圧力容
器部内に配置されるブロック型炉心部と、前記原子炉圧
力容器部内で、前記ブロック型炉心部の上部に設置され
、かつ、制御棒及び制御棒駆動装置を内包するスタンド
パイプと、前記ブロック型炉心部に冷却材を流入及び／
又は流出する第１の二重配管と、前記スタンドパイプ内
から前記ブロック型炉心部へ冷却材を供給し、前記制御
棒及び制御棒駆動装置を冷却する第１の冷却手段とを備
えるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器を使用す
る。
　その結果、スタンドパイプをモジュラー型高温ガス炉
用原子炉圧力容器内に配置することができるので、シス
テムの安全性をより改善することができる。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　原子炉圧力容器部と、
　前記原子炉圧力容器部内に配置されるブロック型炉心部と、
　前記原子炉圧力容器部内で、前記ブロック型炉心部の上部に設置され、かつ、制御棒及
び制御棒駆動装置を内包するスタンドパイプと、
　前記ブロック型炉心部に冷却材を流入及び／又は流出する第１の二重配管と、
　前記スタンドパイプ内から前記ブロック型炉心部へ冷却材を供給し、前記制御棒及び制
御棒駆動装置を冷却する第１の冷却手段と
を備えることを特徴とするモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器。
【請求項２】
　原子炉圧力容器部と、
　前記原子炉圧力容器部内に配置されるブロック型炉心部と、
　前記原子炉圧力容器部内で、前記ブロック型炉心部の上部に設置され、かつ、制御棒及
び制御棒駆動装置を内包するスタンドパイプと、
　第１の二重配管及び第２の二重配管であって、該第１及び第２の二重配管の各二重配管
内管は前記ブロック炉心部に冷却材を流入及び／又は流出し、かつ、該第１及び第２の二
重配管の各二重配管外管は、前記スタンドパイプに冷却材を流入及び／又は流出する第１
の二重配管及び第２の二重配管と
を備えることを特徴とするモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器。
【請求項３】
　前記原子炉圧力容器部内の前記スタンドパイプの上部から冷却材を流入させる第２の冷
手段をさらに備えることを特徴とする請求項１又は２記載の原子炉圧力容器。
【請求項４】
　前記ブロック型炉心部と前記制御棒駆動装置を内包する前記スタンドパイプの上部との
間に配置された断熱性部材をさらに備えることを特徴とする請求項１ないし３のいずれか
１項記載の原子炉圧力容器。
【請求項５】
　前記原子炉圧力容器部が、本体部及び上蓋部から構成され、
　該本体部及び上蓋部を結合するフランジ部をさらに備えることを特徴とする請求項１な
いし４のいずれか１項記載の原子炉圧力容器。
【請求項６】
　前記原子炉圧力容器部が、本体部及び上蓋部から構成され、
　前記上蓋部で、前記スタンドパイプの上部にハッチ部をさらに備えることを特徴とする
請求項１ないし５のいずれか１項記載の原子炉圧力容器。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来のモジュラー型高温ガス炉では、図３に模式的に示すように、ブロック型炉心を有
する原子炉圧力容器（ＲＰＶ）５０は本体部５１と本体部５１に嵌合する上蓋部５２に多
数のスタンドパイプ５３を外付けに設置している（例えば、非特許文献１～３を参照）。
スタンドパイプ５３は定格運転時の原子炉出力制御や事故時の原子炉停止のために用いら
れる中性子を吸収する制御棒と燃料交換のための炉心への交換用スペースを有する。スタ
ンドパイプ５３は、原子炉圧力容器５０（本体部５１及び上蓋部５２）と共に圧力境界を
構成するため、その破損事故は原子炉にとって厳しい結果をもたらす（例えば、非特許文
献１～３を参照）。例えば、スタンドパイプ５３の破断により、内包する制御棒が飛び出
し、異常な核分裂を引き起こし、炉出力の暴走を引き起こす。従来はスタンドパイプ固定
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装置５４を設置し（例えば、非特許文献４を参照）、スタンドパイプ破断による制御棒の
飛び出しを防ぐ手法を取っているが、その装置の製造費用が莫大となる。
【０００３】
　また、スタンドパイプ５３の破断は原子炉圧力容器（ＲＰＶ）５０内、さらには原子炉
からの冷却材の喪失を引き起こす。この事象による影響は以下の通りである。初めに、原
子炉圧力容器（ＲＰＶ）５０内（原子炉内）は急激に圧力が降下し、定格の除熱能力を失
う。次に、冷却材中に存在する放射性物質が冷却材と共に環境に放出される。最後に、外
部の空気がスタンドパイプ５３の破断口から炉心に侵入し黒鉛酸化により燃料損傷を引き
起こす。この事象に対する従来提案されている解決法のひとつとしては、原子炉圧力容器
（ＲＰＶ）５０の外側に鋼鉄製の原子炉格納容器（ＲＣＶ）を設置することにより、事故
時においても冷却材を原子炉格納容器（ＲＣＶ）内に留め、放射性物質の環境への放出を
防ぐ方法がある（例えば、非特許文献１を参照）。また、別の方法として、原子炉建屋の
空気漏洩量を建屋容量の１０－２０％／ｄａｙ以下に制限するものがある（例えば、非特
許文献３を参照）。前者の課題としては鋼鉄製の巨大な原子炉格納容器（ＲＣＶ）はその
製造費が莫大となることである。また、後者については放射性物質の放出については、防
ぐことができない。
【非特許文献１】MHTGR Development in the United States, J. of Progress in Nuclea
r Energy, Vol. 28, No.3, pp.265-346, 1994.
【非特許文献２】Design of High Temperature Engineering Test Reactor(HTTR), JAERI
 1332, pp.240-244, Japan Atomic Energy Research Institute, 1994.
【非特許文献３】高温ガス炉ガスタービン発電システム（ＧＴＨＴＲ３００）の安全設計
方針、日本原子力学会和文論文誌 Vol. 2, No.1, pp.55-67, 2003.
【非特許文献４】Reactor Pressure Vessel Design of the High Temperature Engineeri
ng Test Reactor, J. of Nuclear Engineering and Design 233, pp.103-112, 2004.
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　本発明は上記課題に鑑みてなされたものであり、本発明は、システムの安全性がより改
善されたモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明の一態様であるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、原子炉圧力容器部
と、前記原子炉圧力容器部内に配置されるブロック型炉心部と、前記原子炉圧力容器部内
で、前記ブロック型炉心部の上部に設置され、かつ、制御棒及び制御棒駆動装置を内包す
るスタンドパイプと、前記ブロック型炉心部に冷却材を流入及び／又は流出する第１の二
重配管と、前記スタンドパイプ内から前記ブロック型炉心部へ冷却材を供給し、前記制御
棒及び制御棒駆動装置を冷却する第１の冷却手段とを備えることを特徴とする。また、本
発明の他の態様であるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、原子炉圧力容器部と
、前記原子炉圧力容器部内に配置されるブロック型炉心部と、前記原子炉圧力容器部内で
、前記ブロック型炉心部の上部に設置され、かつ、制御棒及び制御棒駆動装置を内包する
スタンドパイプと、第１の二重配管及び第２の二重配管であって、該第１及び第２の二重
配管の各二重配管内管は前記ブロック炉心部に冷却材を流入及び／又は流出し、かつ、該
第１及び第２の二重配管の各二重配管外管は、前記スタンドパイプに冷却材を流入及び／
又は流出する第１の二重配管及び第２の二重配管とを備えることを特徴とする。
【０００６】
　上記のモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、前記原子炉圧力容器部内の前記ス
タンドパイプの上部から冷却材を流入させる第２の冷却手段をさらに備えることができる
。また、前記ブロック型炉心部と前記制御棒駆動装置を内包する前記スタンドパイプの上
部との間に配置された断熱性部材をさらに備えることもできる。さらに、上記のモジュラ
ー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、前記原子炉圧力容器部が本体部及び上蓋部から構成
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され、かつ、該本体部及び上蓋部を結合するフランジ部をさらに備えることもできる。ま
た、上記のモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、前記原子炉圧力容器部が、本体
部及び上蓋部から構成され、前記上蓋部で、前記スタンドパイプの上部にハッチ部をさら
に備えることもできる。
【発明の効果】
【０００７】
　本発明のモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器によれば、スタンドパイプを内蔵し
ているので、システムの安全性を大幅に向上させることができる。また、スタンドパイプ
を原子炉圧力容器内蔵とすることにより、原子炉圧力容器の外側に原子炉格納容器（ＲＣ
Ｖ）の設置等をする必要がないので大幅に設備コストを削減することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００８】
　本発明のモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器を、図１及び図２を用いて説明する
。図１は、本発明の一実施形態によるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器の構造概
念を説明する図である。
【０００９】
　図１に示すように、モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器（以下、単に「原子炉圧
力容器」とも称する。）１は、原子炉圧力容器部１０、ブロック型炉心部１１、コアバレ
ル１２、ブロック型炉心部１１内を流れる冷却材１６の流入及び流出を導く二重配管１３
、原子炉圧力容器１に内蔵され、ブロック型炉心１１の上部に配置され、制御棒２１ａ及
び制御棒駆動装置２１ｂを内包するコンテナ部２０を有するスタンドパイプ１９と、スタ
ンドパイプ１９内からブロック型炉心部１１へ冷却材２５を供給し、制御棒２１ａ及び制
御棒駆動装置２１ｂを冷却する第１の冷却手段１８とを備える。
【００１０】
　モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器を構成する原子炉圧力容器部１０は、原子炉
圧力容器部１０内での高温度及び高圧力に耐え得る材質のものから製造され、例えば低合
金鋼製である。また、原子炉圧力容器部１０は、本体部１０ａと上蓋部１０ｂとから構成
され、フランジ部（容器フランジ）２７にて、スタッドボルトにより固定される。
【００１１】
　ブロック型炉心部１１は、燃料体、制御棒ガイドブロックおよび反射体１７を含んで構
成され、冷却材１６が導入される。ここで、燃料体とは、いわゆるマルチホール型燃料体
及び／又はピンインブロック型燃料体である。
【００１２】
　コアバレル１２は、ブロック型炉心１１を内包する。また、耐熱性及び耐圧性が要求さ
れるので、その材質は、例えばニッケルクロム鉄合金である。
【００１３】
　二重配管１３は、図１に示すように、ブロック型炉心１１内を流れる冷却材１６の流入
を導く二重配管外管１４及びブロック型炉心１１内を流れる冷却材１６の流出を導く二重
配管内管１５から構成される。接続用の二重配管１３はコアバレル１２に接続される。二
重配管１３を構成する二重配管外管１４と二重配管内管１５の管径は、それぞれの管内を
流れる冷却材１６の流量などに応じて適宜決められる。例えば、二重配管外管１４の管径
（外径及び内径）は、それぞれ約２．５ｍ、２．３ｍであり、二重配管内管１５の管径（
外径及び内径）は、それぞれ約２．０ｍ、１．８ｍである。また、二重配管１３の材質は
、耐熱性及び耐圧性の点から、例えば低合金鋼である。
【００１４】
　ブロック型炉心部１１内を流れる冷却材１６としては、例えば、ヘリウム、又はヘリウ
ムとネオン、窒素若しくは炭酸ガスの混合物などが挙げられる。冷却材として混合物を使
用する場合には各成分は任意の比率（体積比）で混合できる。これらの冷却材のうち、
　希ガスであるヘリウムが不活性であり、物性が理想気体に近いため好ましい。なお、こ
れらの組成物及び混合物は、好ましくは圧縮された状態、例えば約３～９ＭＰａの圧縮さ
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れた状態で使用される。ブロック型炉心部１１内を流れる冷却材１６の流量は、使用され
る燃料の仕様等によって適宜決められる。例えば、ブロック型炉心部１１の容積が約８４
ｍ３であり、その断面積が約１０ｍ２である場合には、冷却材１６の流速は約６～２７ｍ
／ｓと規定でき、その流量は、約１００～４５０ｋｇ（約６０～２７０ｍ３）／ｓである
。　
　ブロック型炉心部１１内で発生する核分裂により作り出された核熱はブロック型炉心部
１１内（反射板１０内）を流れる冷却材１６に伝えられ、冷却材１６は燃料の仕様により
決定される温度７００～１０００℃まで上昇する。
【００１５】
　スタンドパイプ１９は、図１に示されるように、原子炉圧力容器部１０に内蔵され、燃
料交換用機器用のチャンネル２２、及び制御棒２１ａと制御棒駆動装置２１ｂを内包する
コンテナ２０から構成される。制御棒２１ａは定格運転時における原子炉出力の制御や緊
急時における原子炉停止に使用される。制御棒駆動装置２１ｂは原子炉出力の制御のため
に制御棒２１ａを駆動し、コンテナ部２０の上部に配置される。制御棒駆動装置２１ｂは
、スタンドパイプ１９の外表面から原子炉圧力容器部１０内表面への熱放射２３および自
然対流２４により冷却される。
　スタントパイプ１９は、原子炉圧力容器部１０内の本体部１０ａにおいて、ブロック型
炉心部１１の上部（上方部）に、例えばスタントパイプ１９の上部の溶接部３１で、例え
ば原子炉圧力容器部１０内に配置されたノズル（図示せず）に溶接により設置される。ス
タンドパイプ１９の材質は、耐熱性及び耐圧性を考慮すると、例えば低合金鋼である。
【００１６】
　コンテナ２０の上方の側部、特には制御棒駆動装置２１ｂを内包するコンテナ部２０（
の上部）の下方部には、冷却材２５の導入のための空孔部２０ａが設けられている。一方
、コンテナ部２０の下方端部には、空孔部２０ｂが設けられている。空孔部２０ａ及び空
孔部２０ｂの管径（直径）は、冷却材２５の流量等に応じて適宜決められる。冷却材２５
は、スタンドパイプ１９を構成するコンテナ部２０の上部の空孔部２０ａからコンテナ部
２０内に導入され、制御棒２１ａ及び制御棒駆動装置２１ｂを冷却し、ブロック型炉心１
１内へ流れる。
【００１７】
　スタンドパイプ１９を流れる冷却材２５としては、ヘリウム、又はヘリウムとネオン、
窒素若しくは炭酸ガスの混合物などが挙げられる。冷却材として混合物を使用する場合に
は各成分は任意の比率（体積比）で混合できる。これらの冷却材のうち、希ガスであるヘ
リウムが不活性であり、物性が理想気体に近いため好ましい。なお、これらの組成物及び
混合物は、好ましくは圧縮された状態、例えば約３～９ＭＰａの圧縮された状態で使用さ
れる。冷却材２５は、図示しないが例えば、原子炉圧力容器部１０の側面に接続された他
の二重配管（図示せず）を用いて空孔部２１ａに供給することができる。
【００１８】
　スタンドパイプ１９を流れる冷却材２５の量は、ブロック型炉心部１１内を流れる冷却
材１６の流量や流速、若しくはその温度、或いは使用される燃料の仕様等によって適宜決
められる。例えば、上述のように、冷却材１６の流量が約１００～４５０ｋｇ（約６０～
２７０ｍ３）／ｓの場合には、スタンドパイプへ流入する冷却材２５の流れは、スタンド
パイプ流入冷却材２５の流量は、約０．１～１．０ｋｇ（約０．０６～０．６ｍ３）／ｈ
ｒとする。
　このようにスタンドパイプへ流入する冷却材２５の流量を規定し、スタンドパイプ内外
の圧力を等しくすることで、高温の冷却材１６のスタンドパイプ１９への侵入を防ぐ。
【００１９】
　なお、燃料交換燃料交換用チャンネル２２は、燃料交換燃料時に使用されるチャンネル
（通路）であり、制御棒２１ａは前記高温ガス炉の核分裂を制御する。
【００２０】
　また、原子炉圧力容器１は、メンテナンスや燃料交換時に原子炉圧力容器部１０内のス
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タンドパイプ１９にアクセスするための容器フランジ２７を備えることもできる。この容
器フランジ２７は、上述のように、原子炉圧力容器部１０の本体部１０ａと上蓋部１０ｂ
とを、スタッドボルトにより固定するように用いられるものである。このフランジ部の存
在により、原子炉圧力容器部１０の本体部１０ａから上蓋部１０ｂを開閉できるので、メ
ンテナンスや燃料交換時に原子炉圧力容器部１０内のスタンドパイプ１９にアクセスする
ことが可能になる。
【００２１】
　この原子炉圧力容器１は、モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器に用いることがで
きる。また、上述のように、この実施形態による原子炉圧力容器１は、スタンドパイプ１
９内に配置された制御棒２１ａ及び制御棒駆動装置２１ｂを冷却材２５により冷却する第
１の冷却手段１８を備えるので、制御棒駆動装置２１ｂを、ブロック炉心部１１の温度と
比較して非常に低い温度、すなわち、制御棒駆動装置２１ｂが正常に機能する上限温度で
ある約１５０℃よりも低い温度、例えば約１００℃に維持することができるので、スタン
ドパイプ１９を原子炉圧力容器１内に内蔵することが可能になる。
【００２２】
　この実施形態によるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器によれば、スタンドパイ
プを内蔵しているので、システムの安全性を大幅に向上させることができる。すなわち、
スタンドパイプを原子炉の圧力境界とする必要がなくなり、従来の安全評価で考慮する必
要のあった制御棒飛び出し、放射性物質の放出及び空気侵入による炉心酸化の発生等の事
故事象が発生しない。
　また、スタンドパイプを原子炉圧力容器内蔵とすることにより、制御棒引き抜き事故、
冷却材損失等の事故事象の発生を生じない原子炉圧力容器構造とすることができるので、
事故事象のための対策である原子炉格納容器（ＲＣＶ）の設置等を削減することができ、
また、大幅に設備コストを削減することができる。
【００２３】
　次に、本発明の他の実施形態を図２を用いて説明する。図２は、本発明の他の実施形態
によるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器の構造概念を説明する図である。
【００２４】
　図２に示すモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、図１に示すモジュラー型高温
ガス炉用原子炉圧力容器の応用例であり、図１の構造概念と重複する点については、説明
を省略する。
【００２５】
　この実施形態に係るモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器４１は、第１の二重配管
１３と第２の二重配管４３とを備える。
　この実施形態に係るモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器４１では、第１の二重配
管１３は、冷却材２５をスタンドパイプ１９内に流入させる第１の二重配管外管１４と、
ブロック炉心部１１内からの冷却材１６を流出させる第１の二重配管内管１５とからなる
。また、第２の二重配管４３は、第１の二重配管外管１４からスタンドパイプ１９内に流
入される冷却材２５の余剰量を流出させる第２の二重配管外管４４と、ブロック炉心部１
１内へ冷却材１６を流入させる第２の二重配管内管４５とからなる。
【００２６】
　この実施形態では、第１の二重配管内管１５と第２の二重配管内管４５はコアバレル１
２に接続される。第１の二重配管外管１４と第２の二重配管外管４４原子炉圧力容器部１
０内に接続され、スタンドパイプ１９のコンテナ部２０の空孔部２１に冷却材２５を供給
する。
　第１の二重配管１３を構成する二重配管外管１４と二重配管内管１５の管径（外径及び
内径）、及び第２の二重配管４３を構成する二重配管外管４４と二重配管内管４５の管径
（外径及び内径）は、それぞれの管内を流れる冷却材１６及び冷却材２５の流量などに応
じて適宜決められる。例えば、第１の二重配管外管１４の管径（外径及び内径）は、それ
ぞれ、約２．５ｍ、２．３ｍであり、第１の二重配管内管１５の管径（外径及び内径）は



(7) JP 2009-156679 A 2009.7.16

10

20

30

40

50

、それぞれ、約２．０ｍ、１．８ｍである。また、例えば、第２の二重配管外管１４の管
径（外径及び内径）は、それぞれ、約２．５ｍ、２．３ｍであり、第２の二重配管内管１
５の管径（外径及び内径）は、それぞれ、約２．０ｍ、１．８ｍである。また、第１二重
配管１３及び第２の二重配管４３の材質は、耐熱性及び耐圧性の点から、例えば低合金鋼
である。
【００２７】
　冷却材１６及び冷却材２５を供給する第１の二重配管１３及び第２の二重配管４３を上
記のように構成することにより、冷却材１６の流量及び冷却材２５の流量の調整が容易と
なり、スタンドパイプ１９内の制御棒２１ａ及び制御装置２１ｂのより安定した冷却を達
成することが可能になる。
【００２８】
　また、この実施形態に係るモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器４１は、さらに別
の制御棒２１ａ及び制御棒駆動装置２１ｂの第２の冷却手段（冷却材供給手段）４２、す
なわち、前記原子炉圧力容器部１０内の前記スタンドパイプ１９の上部から冷却材４８を
流入させる第２の冷却材供給用配管４６をさらに備えている。また、この実施形態に係る
モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器４１は、さらに断熱性部材２９を備えることが
できる。
【００２９】
　図２に示されるように、第２の冷却手段４２、すなわち、第２の冷却材供給用配管４６
を含んでなる冷却手段は、アクセス用容器ハッチ４７を介してスタンドパイプ１９の上部
に接続され、第２のスタンドパイプ用冷却材４８がスタンドパイプ１９の上部から流入す
る。この第２のスタンドパイプ用冷却材４８によりスタンドパイプ１９内の制御棒２１ａ
及び制御棒駆動装置２１ｂが冷却され、制御棒２１ａ及び制御棒駆動装置２１ｂをより低
温度、例えば１００℃に、より安定に維持することが可能となる。
【００３０】
　スタンドパイプ用冷却材４８としては、例えば、ヘリウム、又はヘリウムとネオン、窒
素若しくは炭酸ガスの混合物などが挙げられる。冷却材として混合物を使用する場合には
各成分は任意の比率（体積比）で混合できる。これらの冷却材のうち、希ガスであるヘリ
ウムが不活性であり、物性が理想気体に近いため好ましい。なお、これらの組成物及び混
合物は、好ましくは圧縮された状態、例えば約３～９ＭＰａの圧縮された状態で使用され
る。また、冷却材４８は、より好ましくは、ブロック型炉心を流れる冷却材１６及びスタ
ンドパイプを流れる冷却材２５とは同一の組成の冷却材を使用する。
　冷却材４８の流量は、ブロック型炉心部１１への冷却材１６の流量、流速及び／又は温
度、スタンドパイプへの冷却材２５の流量、流速及び／又は温度、或いは使用される燃料
の仕様等によって適宜決められる。例えば、上記のように、ブロック型炉心部１１への冷
却材１６の流量が約１００～４５０（約６０～２７０ｍ３）ｋｇ／ｓであり、スタンドパ
イプへの冷却材２５の流量は約１．０～５．０ｋｇ（約０．６～３．０ｍ３）／ｓである
。また、冷却材４８の流量は、約０．１～１．０ｋｇ（約０．０６～０．６ｍ３）／ｓで
ある。
【００３１】
　断熱性部材（内部断熱材）２９は、ブロック型炉心部１１と制御棒駆動装置２１ｂを内
包したスタンドパイプ１９の上部１９ａとの間に配置される。断熱性部材２９は、好まし
くはブロック型炉心部１１の上部の全面を覆うように配置される。断熱性部材２９として
は、例えばステンレス材やロックウール等より構成される金属保温材を使用することがで
きる。断熱性部材２９は、断熱材支持機構３２、例えば、低合金鋼の網目状の部材（メッ
シュ）により原子炉圧力容器部１０内に支持される。
　この（内部）断熱性部材２９により、ブロック型炉心部１１からの熱影響、例えば、原
子炉圧力容器部１０内の熱放射及び／又はブロック炉心冷却材１６による制御棒駆動装置
２１が加熱されるのを抑制することができ、制御棒２１ａ及び制御棒駆動装置２１ｂをよ
り低温度、例えば１００℃により安定に維持することが可能となる。
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【００３２】
　なお、図示しないが、上記のこれらの冷却材１６、２５及び４８は公知の方法、例えば
熱交換器等を用いて冷却し、循環機等により原子炉圧力容器１０内に供給することにより
、再度、冷却材１６、２５及び４８としてそれぞれ用いることができる。
【００３３】
　また、図２に示されるように、アクセス用容器ハッチ４７は、原子炉圧力用容器部１０
の上蓋部１０ｂに形成され、複数のスタンドパイプ１９の頂上部に位置する空孔部と結合
（接合）されるアクセス用容器ハッチ本体部４７ａと開閉可能な容器ハッチ蓋部４７ｂと
から構成される。このように、スタンドパイプ１９の上部に配置されたアクセス用容器ハ
ッチ４７は開閉可能である。よって、第２のスタンドパイプ冷却材４８をスタンドパイプ
内に流入するたけでなく、アクセス用容器ハッチ４７を開閉して、スタンドパイプ１９の
補修などのメンテナンス及び燃料交換を容易にすることができる。なお、原子炉圧力用容
器４１は、チャンネル用のアクセス用容器ハッチ４７ｃを備えていてもよい。
【００３４】
　このように、第２のスタンドパイプ流入用冷却材４８をスタンドパイプ１９内のコンテ
ナ部２０上部から流入させることにより、制御棒２１ａ及び制御棒駆動装置２１ｂを冷却
し、高温の冷却材１６がスタンドパイプ内に侵入するのを防ぐと共に、制御棒駆動装置２
１ｂをより低温度に維持することが可能になる。さらに、原子炉圧力容器４１は、断熱性
部材２９を内包しているので、制御棒駆動装置２１へのブロック型炉心部１１からの熱影
響を防ぐことができる。
【００３５】
　この実施形態によるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器によれば、先の実施形態
で説明した効果の他に、制御棒及び制御棒駆動装置を冷却する第２の冷却手段及び／又は
ブロック型炉心部と制御棒駆動装置を内包するスタンドパイプの上部との間に断熱性部材
を配置しているので、制御棒駆動装置雰囲気温度を（より低温度の）１００℃近傍により
安定に抑えることができる。よって、スタンドパイプを圧力容器内により安定した状態で
内蔵することが可能になる。
【産業上の利用可能性】
【００３６】
　本発明のモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器は、スタンドパイプを内蔵するいわ
ゆるスタンドパイプ内蔵型モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器であり、スタンドパ
イプを原子炉の圧力境界とする必要がなくなるので、システムの安全性がより改善された
モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器及びそれを用いたモジュラー型高温ガス炉を提
供することができる。
【図面の簡単な説明】
【００３７】
【図１】本発明の一実施形態によるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器の構造概念
を示す図である。
【図２】本発明の他の実施形態によるモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器の構造概
念を示す図である。
【図３】従来のモジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器の構造概念を示す図である。
【符号の説明】
【００３８】
１…モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器、１０…原子炉圧力容器部、１０ａ…本体
部、１０ｂ…上蓋部、１１…ブロック型炉心部、１２…コアバレル、１３…第１の二重配
管、１４…第１の二重配管外管、１５…第１の二重配管内管、１６…（ブロック型炉心１
１内を流れる）冷却材、１７…反射体および燃料体、１８…第１の冷却手段、１９…スタ
ンドパイプ、１９ａ…スタンドパイプの上部、２０…コンテナ部、２１ａ…制御棒、２１
ｂ…制御棒駆動装置、２２…燃料交換機用チャンネル、２３…熱放射、２４…自然対流、
２５…（スタンドパイプへ流入する）冷却材、２７…容器フランジ、２９…断熱性部材、
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３０…アクセス用容器ハッチ、３１…スタンドパイプ溶接部、３２…断熱材支持機構、４
１…モジュラー型高温ガス炉用原子炉圧力容器、４２…第２の冷却手段、４３…第２の二
重配管、４４…第２の二重配管外管、４５…第２の二重配管内管、４６…第２の冷却材供
給用配管、４７…アクセス用容器ハッチ、４７ａ…アクセス用容器ハッチ本体部、４７ｂ
…アクセス用容器ハッチ蓋部、４７ｃ…（チャンネル用）アクセス用容器ハッチ、４８…
（第２のスタンドパイプ用）冷却材、５０…原子炉圧力容器（ＲＰＶ）、５１…本体部、
５２…上蓋部、５３…スタンドパイプ、５４…スタンドパイプ固定装置。

【図１】 【図２】
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